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令和７年度財政健全化・経営健全化審査意見の提出について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項及び第２２条第１項の規

定により、令和７年度の健全化判断比率及び資金不足比率並びにその算定の基礎と

なる事項を記載した書類を審査したので、次のとおり意見を提出します。 
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凡 例 

１ 金額の単位 

（1）意見書の文中に用いる金額は、原則として、表中に用いた金額

を四捨五入して万円単位で表示した。 

（2）意見書の表中に用いる金額は、国の算定様式に基づいて算出し

たものである。 

（3）表中の金額は、個別に算出した。従って、合計と内訳が一致し

ない場合がある。 

２ 意見書の文中及び表中に用いる比率は、国の算定基準に基づい

て算出したものである。 
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令和７年度財政健全化・経営健全化審査意見 

 

第１ 審査の対象 

   次表各会計の令和7年度財政健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定

の基礎となる事項を記載した書類 

奨学事業特別会計

公共用地先行取得事業特別会計

火災共済事業特別会計

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

特別会計

病院事業債管理特別会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療特別会計

交通災害共済事業特別会計

水道事業会計

下水道事業会計

大阪府都市ボートレース企業団

東大阪都市清掃施設組合

恩智川水防事務組合

淀川左岸水防事務組合

大和川右岸水防事務組合

大阪府後期高齢者医療広域連合

大阪広域水道企業団

地方独立行政法人市立東大阪医療
センター

一

般
会

計
等

一　　　般　　　会　　　計

一般会計等に属する特

別会計

一部事務組合・広域連合

公

営
事

業
会

計

一般会計等以外の特別

会計のうち公営企業に係
る特別会計以外の特別

会計

公
営

企

業
会

計

法適用企業

地方公社・第三セクター等

実
質
赤
字
比
率

連

結

実

質

赤

字

比

率

実

質

公

債

費

比

率

将

来

負

担

比

率

資
金
不
足
比
率

※財産区は、当該地方公共団体とは異なる法人格を持つ地方公共団体であるため、財産区管

理特別会計は除く。 
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第２ 審査の期間 

   令和8年7月27日から令和8年8月18日まで 

 

第３ 審査の方法 

   審査に付された財政健全化判断比率及び資金不足比率の算定について、東大阪市監

査基準のほか一般に必要と認める手続にのっとり、関係法令等に基づいて適正に行わ

れているか、算定の基礎となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを証拠

書類等と照合し、年度比較による検討をするなどして審査した。 

 

第４ 審査の結果 

審査に付された下記の財政健全化判断比率及び資金不足比率並びにそれらの算定の

基礎となる事項を記載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

財政健全化判断比率及び資金不足比率の算定結果は、次のとおりである。 

 

１ 財政健全化判断比率 

（単位：％） （参考）

区　　分 令和7年度 令和6年度 早期健全化基準 黒字比率

実 質 赤 字 比 率  －  － 11.25 3.60

連 結 実 質 赤 字 比 率  －  － 16.25 16.26

実 質 公 債 費 比 率 3.6 4.7 25.0

将 来 負 担 比 率  －  － 350.0

　(注）実質赤字額、連結実質赤字額がない場合は、「－（該当なし）」での表示と
  　　 なるが、参考として、黒字の比率を欄外に表示している。

     　将来負担比率についても、将来負担額よりも充当可能財源等が上回っている
     　ため、「－（該当なし）」で表示している。  

 

２ 資金不足比率 

（単位：％） （参考）

区　　分 令和7年度 令和6年度 経営健全化基準 剰余比率

水 道 事 業 会 計 　－ 　－ 20.0 57.4

下 水 道 事 業 会 計 　－ 　－ 20.0 62.3

(注）資金不足額がない場合は、「－（該当なし）」での表示となるが、参考として、

 　　資金剰余の比率を欄外に表示している。  
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第５ 審査意見 

財政健全化判断比率については、実質赤字比率、連結実質赤字比率及び将来負担比

率は生じていない。 

実質公債費比率については、3.6％と前年度と比較して1.1ポイント改善している。 

また、資金不足比率については、水道事業、下水道事業のいずれにおいても生じて

いない。 

各比率については、いずれも国の示す基準の範囲内で推移しているものの、今後の

事業推進にあたっては、引き続き将来を十分に見据えた財政運営に努められたい。 

各比率については、次のとおりである。 

 

１ 財政健全化判断比率 

（１）実質赤字比率 

当年度の一般会計等の実質収支額合計は、前年度と比較して2,024万円減少したも

のの、43億6,263万円の黒字であり、引き続き実質赤字比率は生じていない。 

実質赤字比率は、一般会計及び奨学事業、公共用地先行取得事業、火災共済事業、

母子父子寡婦福祉資金貸付事業、病院事業債管理の5特別会計を合わせた一般会計等

の実質赤字額の標準財政規模に対する比率であり、比率の算定式は、次のとおりであ

る。 

一般会計等の実質赤字額(a)

標 準 財 政 規 模 (b)
実 質 赤 字 比 率 ＝

 

 

令和7年度 令和6年度

一般会計 3,720,580 3,767,144 △ 46,564

奨学事業特別会計 127,847 132,711 △ 4,864

公共用地先行取得事業特別会計 116,339 91,157 25,182

火災共済事業特別会計 355,865 358,036 △ 2,171

母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計 42,001 33,823 8,178

病院事業債管理特別会計 0 0 0

4,362,632 4,382,871 △ 20,239

一般会計等実質収支額の状況

区　　　分

（単位：千円）

        計（△赤字額）　　(a)

増減額
実　質　収　支　額　
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標準財政規模とは、地方公共団体の標準的な状態で通常収入されると見込まれる

経常的な一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等及び普通交付税額に、臨時

財政対策債発行可能額を加えたものであり、その内訳は、次のとおりである。 

 

令和7年度 令和6年度 増減額

　標 準 財 政 規 模          (b) 121,181,628 118,178,032 3,003,596

　標準税収入額等 91,379,293 89,244,187 2,135,106

　普通交付税額 29,802,335 27,605,801 2,196,534

　臨時財政対策債発行可能額 0 1,328,044 △ 1,328,044

（単位：千円）

区　　　分

内
　
訳

標準財政規模の内訳 

 

 

（２）連結実質赤字比率 

一般会計等及び公営事業会計を対象とした連結実質収支額及び資金不足・剰余額の

合計は、前年度と比較して9億2,658万円増加し、197億1,324万円の黒字であり、引き

続き連結実質赤字比率は生じていない。 

連結実質赤字比率は、一般会計等及び公営事業会計を対象とした連結実質赤字額の

標準財政規模に対する比率であり、比率の算定式は、次のとおりである。 

連 結 実 質 赤 字 額 (c) 　

標 準 財 政 規 模 (b) 　
連結実質 赤字 比率 ＝

 

 

(単位：千円)

令和7年度 令和6年度 増減額

一 般 会 計 等 4,362,632 4,382,871 △ 20,239

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 829,985 579,733 250,252

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 747,913 230,419 517,494

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 599,093 603,920 △ 4,827

交 通 災 害 共 済 事 業 特 別 会 計 203,647 208,385 △ 4,738

水 道 事 業 会 計 4,742,255 4,403,570 338,685

下 水 道 事 業 会 計 8,227,717 8,377,761 △ 150,044

19,713,242 18,786,659 926,583　　　計（△赤字額）　（ｃ）

　　　各会計の実質収支額及び資金不足・剰余額

区　　　分

実
質
収
支
額

・

剰

余

額

資

金

不

足
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（３）実質公債費比率 

令和5年度から令和7年度までの3か年の平均である実質公債費比率は、前年度と比

較して1.1ポイント改善し、3.6％となっており、早期健全化基準である25.0％を下

回っている。 

単年度の比率では、前年度と比較して約0.4ポイント改善し、2.88055％となってい

る。これは主に、分母において標準財政規模が増加するとともに、分子において特定

財源が増加したことによるものである。 

実質公債費比率は、元利償還金及び準元利償還金の標準財政規模等に対する比率の

当年度を含む3か年平均により算出されるものであり、比率の算定式は、次のとおりで

ある。 

          (d)               (e)

　（地方債の元利償還金＋準元利償還金）－

　　（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

          (f)                       (g)

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

（3か年平均）        (b)                        (g)      

実質公債費比率 ＝

 

（単位：％）

（単年度）

令和4年度 6.25451 6.9    令和2年度～令和4年度平均

令和5年度 4.81743 5.9    令和3年度～令和5年度平均

令和6年度 3.30487 4.7    令和4年度～令和6年度平均

令和7年度 2.88055 3.6    令和5年度～令和7年度平均

年度別実質公債費比率

区　分
実 質 公 債 費 比 率

（3か年平均）

 

 

（４）将来負担比率 

当年度の将来負担額は2,372億9,770万円であり、充当可能財源等は3,014億6,651

万円で、将来負担額よりもそれらに充当できる財源が上回っているため、将来負担

比率は生じていない。 

将来負担比率は、将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模等に対する比率で

あり、比率の算定式は、次のとおりである。 

　　　　　（ｱ）　　　　　　　　　　　　(ｲ）

　　　　将来負担額 －（充当可能基金額＋特定財源見込額

　　　　　　　　  ＋地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額）

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額）

 　　（ｳ）　　　　　　  　　　　　　　　（ｴ）

将来負担比率 ＝
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（単位：千円・％）

将来負担額 充当可能財源等 標準財政規模 算入公債費等の額 将来負担比率 

（ア） （イ） （ウ） （エ） (ｱ-ｲ)/(ｳ-ｴ）

令和6年度 248,622,301 305,777,064 118,178,032 15,233,168 △ 55.5

令和7年度 237,297,703 301,466,509 121,181,628 14,998,080 △ 60.4

増減額 △  11,324,598 △  4,310,555 3,003,596 △  235,088 △ 4.9

将来負担額等の状況

区  分

 

 

２ 資金不足比率 

資金不足比率は、公営企業における資金不足額の事業規模に対する比率であり、比率

の算定式は、次のとおりである。 

 

資金の不足額 (h)

事 業 の 規 模 (i)
資金不足比率 ＝

 

 

資金の不足額＝(流動負債－控除企業債等－控除未払金等－控除額等)＋算入地方債残高 

－(流動資産－控除財源－控除額)－解消可能資金不足額 

事業の規模 ＝ 営業収益の額－受託工事収益の額 

 

 

（１）水道事業会計 

当年度の水道事業会計における資金剰余額は、前年度と比較して3億3,869万円増加

し、47億4,226万円となっており、資金不足はないことから、引き続き資金不足比率

は生じていない。 

水道事業会計における資金不足・剰余額及び事業規模は、次のとおりである。 

 

  

水道 (単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

　流　動　負　債 1,940,026 1,910,683 29,343

　流　動　資　産 6,682,281 6,314,253 368,028

　資金不足・剰余額  　 (h) 4,742,255 4,403,570 338,685

　事　業　規　模　    （i） 8,258,308 8,243,944 14,364

※流動負債、流動資産の数値は、控除企業債等の加減後数値である。

区　　　　分
　金　　　　額
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（２）下水道事業会計 

当年度の下水道事業会計における資金剰余額は、前年度と比較して1億5,004万円 

減少し、82億2,772万円となっており、資金不足はないことから、引き続き資金不足

比率は生じていない。 

下水道事業会計における資金不足・剰余額及び事業規模は、次のとおりである。 

 

下水道 (単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

　流　動　負　債 2,659,061 1,936,046 723,015

　流　動　資　産 10,886,778 10,313,807 572,971

　資金不足・剰余額  　 (h) 8,227,717 8,377,761 △ 150,044

　事　業　規　模　    （i） 13,204,925 13,232,503 △ 27,578

※流動負債、流動資産の数値は、控除企業債等の加減後数値である。

区　　　　分
金　　　　額
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第１表 

(単位：千円)

令和6年度

歳入総額 歳出総額
翌年度に繰り
越すべき財源

実質収支 実質収支

一般会計 245,805,896 241,679,891 405,425 3,720,580 3,767,144 △ 46,564

奨学事業特別会計 164,934 37,087 0 127,847 132,711 △ 4,864

公共用地先行取得事業
特別会計

2,308,045 2,191,686 20 116,339 91,157 25,182

火災共済事業特別会計 363,534 7,669 0 355,865 358,036 △ 2,171

母子父子寡婦福祉資金
貸付事業特別会計

80,318 38,317 0 42,001 33,823 8,178

病院事業債管理特別会計 4,657,530 4,657,530 0 0 0 0

計 253,380,257 248,612,180 405,445 4,362,632 4,382,871 △ 20,239

一般会計等に係る実質収支額

増減額

　令和7年度

区　　分

 

 

 

第２表 

（単位：千円）

区　    　分 令和7年度 令和6年度 増減額

元利償還金の額           (d) 19,334,960 19,240,330 94,630

準元利償還金の額         (e) 7,192,506 7,233,011 △ 40,505

特定財源の額             (f) 8,470,719 7,837,983 632,736

元利償還金・準元利償還金に
係る基準財政需要額算入額  (g)

14,998,080 15,233,168 △ 235,088

標準財政規模             (b) 121,181,628 118,178,032 3,003,596

実質公債費比率算定項目の額
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第３表 

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

147,598,700 155,355,819 △ 7,757,119

3,575,753 4,159,738 △ 583,985

63,427,834 67,539,718 △ 4,111,884

4,175,902 4,566,503 △ 390,601

18,519,514 17,000,523 1,518,991

0 0 0

連結実質赤字額 0 0 0

組合連結実質赤字額負担見込額 0 0 0

237,297,703 248,622,301 △ 11,324,598

公営企業債等繰入見込額

組合負担等見込額

計

退職手当負担見込額

設立法人の負債額等負担見込額

将 来 負 担 額

区　分

地方債の現在高

債務負担行為に基づく支出予定額

 

 

 

第４表 

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

充当可能基金 62,211,541 57,337,132 4,874,409

充当可能特定歳入 80,323,960 80,685,615 △ 361,655

　　うち都市計画税 76,595,165 77,649,480 △ 1,054,315

158,931,008 167,754,317 △ 8,823,309

301,466,509 305,777,064 △ 4,310,555

地方債現在高等に係る基準財政需要
額算入見込額

充当可能財源等

区　分

計
 

 

 

第５表 

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

基準財政需要額算入額

区　　　　　　分

元利償還金・準元利償還金に係る
△ 235,088

算入公債費等

14,998,080 15,233,168
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第６表 

（単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

24,119,620 21,784,320 2,335,300

9,231,983 8,669,250 562,733

281,252 281,614 △ 362

49,320 49,246 74

5,183,031 6,141,652 △ 958,621

537,214 352,782 184,432

2,165,491 2,484,813 △ 319,322

2,873 20,453 △ 17,580

230,263 212,687 17,576

4,022,090 3,767,700 254,390

127,407 90,968 36,439

8,983,668 5,253,790 3,729,878

438,420 390,608 47,812

173,219 144,758 28,461

1,397,189 1,397,189 0

4,558 4,558 0

0 19,915 △ 19,915

3,678,815 3,721,582 △ 42,767

1,554,271 2,519,240 △ 964,969

6,857 8,407 △ 1,550

24,000 21,600 2,400

62,211,541 57,337,132 4,874,409

都市経営基盤整備基金

充当可能基金の明細

財政調整基金

区　　　　分
充当可能基金額

ふるさと創生基金

減債基金

みどり基金

奨学基金

公共施設整備基金

市営住宅整備基金

企業版ふるさと納税基金

一般旅券発給事務等印紙購入基金

計

人権・生活環境基金

地域福祉基金

土地開発基金

介護保険給付費準備基金

愛はぐくむ子どもスクラム基金

ラグビーのまち東大阪基金

国民健康保険財政調整基金

水洗便所改造資金貸付基金

緊急小口生活資金貸付基金

豊かな環境創造基金

森林環境譲与税基金
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第７表 

水 道 事 業 会 計 資 金 額 （単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

  流動資産 6,682,281 6,314,253 368,028

 　 現金及び預金 5,335,969 5,024,051 311,918

  　未収金 1,170,297 918,711 251,586

    貸倒引当金(△) 33,258 31,841 1,417

　　前払金 209,273 403,332 △ 194,059

  流動負債 3,121,611 3,033,539 88,072

    企業債 1,181,585 1,122,856 58,729

    引当金 97,082 88,483 8,599

  　未払金及び未払費用 1,040,576 1,048,888 △ 8,312

　　その他 802,368 773,312 29,056

　資金不足・剰余額 4,742,255 4,403,570 338,685

　営業収益 8,263,478 8,250,127 13,351

　　給水収益 7,888,674 7,868,803 19,871

　　受託工事収益 5,170 6,183 △ 1,013

　　その他 369,634 375,141 △ 5,507

　事業規模 8,258,308 8,243,944 14,364

区　　分
金  　　　   額　

※資金不足・剰余額＝流動資産－(流動負債－企業債)
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第８表 

下 水 道 事 業 会 計 資 金 額 （単位：千円）

令和7年度 令和6年度 増減額

　流動資産 10,952,578 10,388,807 563,771

  　現金及び預金 8,083,092 7,646,697 436,395

  　未収金 2,633,617 2,514,269 119,348

    貸倒引当金（△） 28,631 29,659 △ 1,028

  　前払金 264,500 257,500 7,000

　流動負債 12,369,344 13,396,835 △ 1,027,491

    企業債 9,710,283 11,460,789 △ 1,750,506

    引当金 52,881 52,370 511

  　未払金及び未払費用 2,591,966 1,853,777 738,189

  　その他 14,214 29,899 △ 15,685

　資金不足・剰余額 8,227,717 8,377,761 △ 150,044

　営業収益 13,408,028 13,419,433 △ 11,405

　　下水道使用料 6,240,511 6,296,188 △ 55,677

　　雨水処理負担金 6,963,843 6,935,775 28,068

　　受託工事収益 203,103 186,930 16,173

　　その他営業収益 571 540 31

　事業規模 13,204,925 13,232,503 △ 27,578

※資金不足・剰余額＝流動資産－控除財源－（流動負債－企業債）
   控除財源とされる翌年度繰越額に係る財源充当額
                                       令和7年度：65,800千円、令和6年度：75,000千円

区　　分
金　　　　　額

 

 


